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Ⅰ 行政評価の実施概要 
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１ 行政評価制度の目的 

本区が実施する事業について、当該事業の必要性、効率性、目標の達成状況等を

評価することにより、事業の改善すべき点等を明らかにすることで、成果重視の効

率的な行政運営を行うこと、区民への説明責任を果たすこと及び区職員の政策立案

能力を向上させることを目的としています。 

当該行政評価の結果を、今後の政策立案及び予算編成に活用することで、より効

果的な行財政運営につなげてまいります。 

 

２ 実施方法 

（１）財務レポートを活用した評価 

江戸川区財務諸表（江戸川区会計事務規則（昭和 39 年３月江戸川区規則第２

号）第 126 条の規定により作成した決算参考書をいいます。）を基に作成する「財

務レポート」に基づき、江戸川区外部評価委員（以下、「外部評価委員」といいま

す。）が区の事業に対し、専門的見地及び区民の立場から評価・意見を述べ、行政

評価シートを作成します。 

それら行政評価シートと、評価の対象となった財務レポートを行政評価結果と

して公表しています。 

◎外部評価委員（５名）※敬称略 

 氏   名 備   考 

委員長 白木 三秀 早稲田大学教授 

委 員 

（五十音順） 

江原 春美 区民委員 

棚橋 公夫 公認会計士 

間瀬 恵二 ㈱不二製作所 代表取締役会長 

横山  巖 東工･バレックス㈱ 取締役会長 

 

（２）評価の視点 

行政評価シート（P.9 参照）に基づき、下記①～⑤の評価項目を各委員が５段

階で評価し、その平均値を評価結果としています。 

①組織／事業の目的・目標 … 組織／事業の目的・目標の設定が適切か 

②成果指標 … 成果指標の設定が適切か 

③費用対効果 … 適切な費用で効果的に事業が行われているか 

④課題認識 … 今後の課題認識が的確か 

⑤[特定事業のみ]今後の事業の推進 … 継続して事業を推進すべきか 
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（３）対象部局（全 15 部局） 

今回、評価対象とした部局は以下のとおりとなります。 

経営企画部、新庁舎･大型施設建設推進室、危機管理室、総務部、都市開発部､ 

環境部、文化共育部、生活振興部、福祉部、子ども家庭部、健康部、土木部、 

教育委員会事務局、選挙管理委員会事務局及び区議会事務局 

※事務事業が評価の対象となるため、会計室及び監査委員事務局は除く 

 

（４）評価対象の選定基準 

「令和元年度財務レポート」の中から、下記①、②のいずれかに当てはまる課別

または特定事業別財務レポートを各部局から１つ選定しています。 

①拡大・縮小・廃止など、事業の再構築に向けた検討を行うことが適当と考え 

られる事業 

②その他、行政評価を実施することが特に必要であると認められる事業 

 

（５）令和２年度 江戸川区行政評価 外部評価委員会の開催経過 

回 日 程 議 題 

第１回 ７月 30 日(木) 
○財務レポートの見方・分析方法の確認 

○行政評価の実施方法の確認 

第２回 ９月 １日(火) ○江戸川区担当課へのヒアリング（８事業） 

第３回 ９月 15 日(火) ○江戸川区担当課へのヒアリング（７事業） 
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Ⅱ 各種資料の記載内容 



１ 組織目標

２ 所管事務

３ 平成30年度の財務分析を踏まえた今後の課題

４ 事業の成果

５ 財務情報 　
①行政コスト計算書 （千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③キャッシュ・フロー収支差額集計表 （千円）

行政サービス活動支出

収支差額 D=A+B+C
行政サービス活動収支差額 A

勘定科目 金額 勘定科目 金額
行政サービス活動収入

△ 1,195,014

特別費用 小計 L 0 0 0 0 特別収入 小計 M
小計 G 103,171 114,573 129,177 14,604 通常収支差額 K=I+J 109,343,163 108,950,069 107,755,055

行
政
費
用

補助費等 0 85

その他 0 0 0

決
算
額
の
主
な
内
訳

3,974 0 850 850
特別収支差額 N=M-L 3,974 0 850 850 当期収支差額 O=K+N 109,347,136 108,950,069 107,755,905 △ 1,194,164

勘定科目 金額

0 金融収支差額 J 262,318 187,810 233,525

賞与・退職引当金繰入額 6,054 13,360 34,187 20,827 行政収支差額 I=H-G 109,080,845 108,762,259 107,521,530
0 0 小計 H

減価償却費 0 0 0 0 その他
0

0 0 0 0

都支出金 0 0 0 0

使用料及手数料
分担金及負担金 0 0

19,259,402 16,483,776 17,488,140 1,004,364

109,184,015 108,876,832 107,650,707 △ 1,226,125

△ 1,240,729

45,715

0 0 0
維持補修費 0 0 0 0

0 0扶助費 0 0 0 0

4,661 △ 2,173 国庫支出金 0

0 0 0
物件費 9,823 9,579 6,915 △ 2,664 特別区財政調整交付金 89,924,613 92,393,056 90,162,567 △ 2,230,489

給与関係費 87,294 91,550 87,873 △ 3,677

行
政
収
入

地方税 0

　うち委託料 7,996 6,834

成
果
の
説
明

勘定科目 27年度 28年度(A) 29年度(B) C=B-A 勘定科目 27年度 28年度(D) 29年度(E) F=E-D

203 118

不納欠損引当金繰入額 0

成果指標 年度 年度 年度 年度 成果指標の説明

【平成29年度　経営企画部財政課　課別（歳出目別）財務レポート】

セグメント
款 項 目（課別） 特定事業

○○○費 ○○○費 ○○○費 -

１ 課別財務レポートの記載内容

【セグメント】

作成単位を示しています。
【組織目標】

組織として課題の解決やその実現を目指す目標を示しています。

【所管事務】

所管する事務を記載しています。

【平成30年度の財務分析を踏まえた今後の課題】

平成30年度財務レポートの分析により抽出された課題を記載しています。

【事業の成果】

セグメントの全体的な成果を表す指標や、成果の説明を記載しています。

成果指標の数値化が困難な場合、「成果の説明」欄に定性的な説明を

具体的に記載しています。

【行政コスト計算書】

主な勘定科目を記載しています。

「その他」の勘定科目は以下のとおりです。

○「行政費用 その他」

・投資的経費、繰出金、貸倒引当金繰入額、その他行政費用

○「行政収入 その他」

・地方譲与税、地方特例交付金、その他交付金等、財産収入、諸収入、寄附金、

繰入金、その他行政収入

○「金融収支差額」＝「受取利息及配当金」－「公債費（利子）」－「特別区債発行費」

○特別費用

・固定資産売却損、固定資産除却損、災害復旧費、不納欠損額、貸倒損失、その他特別費用

○特別収入

・固定資産売却益、その他特別収入

【決算額の主な内訳】

行政コスト計算書に計上されている勘定科目について、決算額の主な内訳を記載しています。

【主な増減理由】

行政コスト計算書に計上されている勘定科目について、決算額の主な増減理由を記載しています。

【キャッシュ・フロー収支差額集計表】

現金収支の状況を、経常的収支をあらわす「行政サービス活動収支」、

投資的収支をあらわす「社会資本整備等投資活動収支」、

地方債等の収支をあらわす「財務活動収支」、

の３つに区分しています。この総合計が収支差額です。
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④貸借対照表 （千円）

流動資産 G 流動負債 J

固定資産 H 固定負債 K

⑤貸借対照表の特徴的事項

６ 財務構造分析 ７ 個別分析
◆行政コスト計算書／行政費用の性質別割合

◆財政調整交付金と経常収支比率の推移

◆人に関わるコストの内訳

（千円）

◆その他の分析指標

８ 総　括
①事業の成果及び財務分析

②「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題

（千円）

◆グラフ

　　 行政コスト計算書を入力すると自動的に反映されます

決
算
額
の
主
な
内
訳

資産の部合計 I=G+H 負債及び正味財産の部合計 N=L+M

その他 122,831,520 140,744,593 17,913,073

インフラ資産 0 0 0 正味財産の部 
工作物 0 0 0 負債の部合計 L=J+K

建設仮勘定 0 0 0 正味財産の部合計 M=I-L

建物 0 0 0 退職給与引当金
土地 0 0 0 特別区債

140,744,593 17,913,073

収入未済 0 0 0 還付未済金

その他 53,304,579 53,332,701 28,122 賞与引当金
不納欠損引当金 0 0 0 特別区債

122,831,520

29年度(E) F=E-D
53,304,579 53,332,701 28,122

勘定科目 28年度(A) 29年度(B) C=B-A 勘定科目 28年度(D)【貸借対照表】

主な勘定科目を記載しています。「その他」の勘定科目は以下のとおりです。

○「流動資産 その他」

・現金預金、財政調整基金、短期貸付金、貸倒引当金、その他流動資産

○「固定資産 その他」

・立木、無形固定資産、重要物品、有価証券及出資金、長期貸付金、貸倒引当金、

その他債権、基金積立金（財政調整基金を除く）、ソフトウェア資産、その他投資等

※リース資産・リース債務があるセグメントは、勘定科目を表示しています。

【決算額の主な内訳】

貸借対照表に計上されている勘定科目について、決算額の主な内訳を記載しています。

【主な増減理由】

貸借対照表に計上されている勘定科目について、決算額の主な増減理由を記載しています。

【行政費用の性質別割合】

行政費用の性質別割合をグラフで示すことにより、

どのような費用で構成されているかを示しています。

また、３ヵ年の比較も示しています。

【個別分析 グラフ】

セグメントごとに選定した指標をグラフで

示しています。

【その他の分析指標】

「区民一人あたりのコスト、資産額、負債額」を示

しています。また、３ヵ年の比較も示しています。

原則として算出方法は以下のとおりです。

○区民一人あたりのコスト

＝(行政コスト計算書 行政費用の合計)

/(令和２年４月１現在人口)

○区民一人あたりの資産額

＝(貸借対照表 資産の合計)

/(令和２年４月１現在人口)

○区民一人あたりの負債額

＝(貸借対照表 負債の合計)

/(令和２年４月１現在人口)

【事業の成果及び財務分析】

令和元年度の取組みを振返り、前年度との比較を踏まえ成果と財務情報を交えて分析し、総括しています。

【人に関わるコストの内訳】

人に関わる経費を示しています。また、前年度との比較

も示しています。

○「常勤職員」

再任用フル・短時間職員を含みます。

○「非常勤職員」

江戸川区非常勤職員に関する規則及び

江戸川区教育委員会非常勤職員に関する規則

別表第１に定めた非常勤職員

○「臨時職員」

臨時職員取扱要綱第２条に定めた職員

年間の勤務日数を、延べ人数として換算しています。

○「その他」

区長､副区長､教育長､区議会議員､行政委員､附属機関

の構成員等上の区分に含まれない人に関わるコスト

【「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題】

上記①を踏まえ、組織目標を実現するための課題を記載しています。
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１ 事業の目的

２ 施設の基本情報

３ 平成30年度の財務分析を踏まえた今後の課題

４ 事業の成果

５ 財務情報
①行政コスト計算書 （千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③単位あたりコスト情報 （円）

特定事業 Ａ分類
【平成29年度　文化共育部スポーツ振興課　特定事業別財務レポート】

セグメント
款 項 目

減価償却費
補助費等
扶助費
維持補修費
　うち委託料
物件費
給与関係費

年度 年度 年度

○○○費 ○○○費 ○○○費 ○○○○管理経費

施 設 名 施
設
の
内
容

所 在 地
建 物 面 積
建 設 年 月 日 減価償却累計額
開館時間・休館日

有形固定資産取得価格

成果指標の説明成果指標 年度

成
果
の
説
明

勘定科目 年度

行
政
費
用

行
政
収
入

地方税

分担金及負担金

不納欠損引当金繰入額

賞与・退職引当金繰入額

都支出金

年度(D) 年度(E) F=E-D年度(A) 年度(B) C=B-A 勘定科目 年度

特別区財政調整交付金

国庫支出金

小計 H
その他
使用料及手数料

行政収支差額 I=H-G

小計 G 通常収支差額 K=I+J
その他 金融収支差額 J

特別費用 小計 L 特別収入 小計 M
特別収支差額 N=M-L 当期収支差額 O=K+N

決
算
額
の
主
な
内
訳

勘定科目

主
な
増
減
理
由

勘定科目

指標 年度 実績 単位 単位あたりコスト 対前年度 単位あたりコスト増減理由

２ 特定事業別財務レポートの記載内容

【セグメント】

作成単位を示しています。

【事業の目的】

事業の目的を簡潔に記載しています。

【施設の基本情報／事業の基本情報】

セグメントの基本情報を記載しています。

なお、複数施設を所有しているセグメントは、別記しています。

【平成30年度の財務分析を踏まえた今後の課題】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【事業の成果】 については、

「課別財務レポート」と同様です。

【行政コスト計算書】 については、

「課別財務レポート」と同様です。

【行政コスト計算書 「決算額の主な内訳」「主な増減理由」】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【単位あたりコスト情報】

事業の効率性を分析するためや、事業のボリュームを把握するため、単位あたりコストを算出しています。

原則として「行政コスト計算書 行政費用小計Ｇ」÷「単位あたりコスト情報 実績（利用者数等）」で算出しています。

なお、指定管理者が利用料金を収入している場合は、別の算出方法となります。

【分類】

Ａ分類：所管施設があり､受益者負担がある事業

Ｂ分類：所管施設があり､受益者負担がない事業

Ｃ分類：受益者負担がある事業

Ｄ分類：各課が上記以外で必要と認める事業

（区民から注目されている事業､多額の経費が

かかっている事業など）
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④貸借対照表 （千円）

流動資産 G 流動負債 J

固定資産 H 固定負債 K

⑤貸借対照表の特徴的事項

６ 財務構造分析 ７ 個別分析
◆行政コスト計算書／行政費用の性質別割合

（千円）
◆人に関わるコストの内訳

８ 総　括
①事業の成果及び財務分析

②「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題

（円）

その他

勘定科目 年度(A) 年度(D) 年度(E) F=E-D

決
算
額
の
主
な
内
訳

勘定科目

年度(B) C=B-A 勘定科目

収入未済 還付未済金
不納欠損引当金 特別区債

賞与引当金

建物 退職給与引当金
土地 特別区債

インフラ資産 正味財産の部 
工作物 負債の部合計 L=J+K

建設仮勘定
その他

正味財産の部合計 M=I-L

負債及び正味財産の部合計 N=L+M資産の部合計 I=G+H

主
な
増
減
理
由

勘定科目

◆グラフ

　　行政コスト計算書を入力すると自動的に反映されます

◆有形固定資産減価償却率と受益者負担比率の推移

【貸借対照表】については、

「課別財務レポート」と同様です。

【行政費用の性質別割合】については、

「課別財務レポート」と同様です。

【人に関わるコストの内訳】については、

時間外手当を除き「課別財務レポート」

と同様です。

【個別分析 グラフ】については、

「課別財務レポート」と同様です。

【その他の分析指標】

「有形固定資産減価償却率」（Ａ分類・Ｂ分類）、「受益者負担比率」（Ａ分類・Ｃ分類）を記載しています。

原則として下記のとおり算出しています。

○有形固定資産減価償却率

＝（貸借対照表 減価償却累計額）／（貸借対照表 有形固定資産取得額）

○受益者負担比率

＝（行政コスト計算書 使用料等）／（行政コスト計算書 行政費用）

※指定管理者が利用料金を収入している場合は、別の算出方法となります。

８ 総 括

【事業の成果及び財務分析】、

【「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【貸借対照表「決算額の主な内訳」「主な増減理由」】

については、「課別財務レポート」と同様です。
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分類

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号

款 項 目 特定事業

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

平均

平均

平均

・今後の課題認識が的確であるか

外部評価委員会評価 所属

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

総合評価
（評価項目の平均値） /5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

質　問　等　事　項

外部評価委員会の意見

　 主管課の回答

○外部評価委員からの質問

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない的確でない的確でない的確でない 的確である的確でない的確でない的確でない的確でない

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

【外部評価委員会の意見】

外部評価委員より寄せられた意見を

記載しています。

【質問等事項】

財務レポートや事業の内容について、外部評価委員からの質問事項

及び主管課からの回答を記載しています。

【総合評価（評価項目の平均値）】

各評価項目の平均値を総合評価として

記載しています。

【評価コメント】

外部評価委員による、各評価

項目に係るコメントを記載し

ています。

【評価 及び 評価の視点】

外部評価委員が各評価項目を

５段階で評価し、各委員の平

均点を記載しています。

※課別財務レポートについては、

評価項目｢今後の事業推進｣を

除外

財務レポートに記載の予算科目等を記載しています。

担当部署を記載しています。

３ 行政評価シートの記載内容
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〈評価対象となった財務レポート一覧〉 

○特定事業欄が「－」となっている場合は、課別財務レポートが対象となります。 

※令和２年度の組織改正に伴い、当該部署名に変更となっておりますが、令和元年度は「経営企画部 

新庁舎建設推進担当課」にて事業を執行しています。 

整理 

番号 部署名 款 項 目 特定事業（分類） 

１ 
経営企画部 

広報課 
経営企画費 経営企画費 広報費 刊行物関係費（Ｄ） 

２ 

新庁舎･大型施設 

建設推進室 

新庁舎建設 

推進担当課(※) 

経営企画費 経営企画費 新庁舎建設推進費 － 

３ 
危機管理室 

地域防災課 
危機管理費 防災危機管理費 地域防災費 地域防災関係費（Ｄ） 

４ 
総務部 

納税課 
総務費 徴税費 納税費 － 

５ 
都市開発部 

住宅課 
都市開発費 住宅費 住宅関係費 － 

６ 
環境部 

環境推進課 
環境費 環境整備費 環境推進費 環境事務費（Ｄ） 

７ 
文化共育部 

スポーツ振興課 
文化共育費 保健体育費 スポーツ振興費 プール管理経費（Ｃ） 

８ 

生活振興部 

住基・個人番号 

制度推進課 

生活振興費 地域振興総務費 
住基・個人番号 

制度推進費 
－ 

９ 
福祉部 

障害者福祉課 
福祉費 社会福祉費 障害者福祉費 

福祉作業所管理 

経費（Ｂ） 

10 
子ども家庭部 

保育課  
子ども家庭費 児童福祉費 保育関係費 保育ママ助成費（Ｄ） 

11 
健康部 

健康推進課 
健康費 保健衛生費 健康推進費 がん検診費（Ｄ） 

12 
土木部 

水とみどりの課 
土木費 都市計画費 緑化公園費 公園等関係経費（Ｂ） 

13 
教育委員会事務局 

教育推進課 
教育費 教育費 教育推進費 

すくすくスクール 

運営費（Ｃ） 

14 
選挙管理委員会 

事務局 
総務費 選挙費 選挙費 － 

15 区議会事務局 議会費 議会費 議会費 － 

Ⅲ 行政評価結果 
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分類

Ｄ

外部評価委員会評価 所属 経営企画部 広報課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

3.4

・目的、目標の設定が適切であるか

○「目的をどれだけ達成できたか」を
示す指標の開発が期待される。
○成果指標として、区民からの評価
等も考慮してほしい。発信だけでな
く、受信についても広報の役目がある
のではないか。
○配置個所の拡充だけが目的ではな
い。

評価点

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 1

款 項 目 特定事業

経営企画費 経営企画費 広報費 刊行物関係費

3.6

・適切な費用で効果的に行われているか

評価点１．組織／事業の
　　目的・目標 4.4

３．費用対効果

評価点
４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

4.2

評価点

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか ○広報紙は必要なコミュニケーション
ツールである

５．今後の事業
　　推進

評価点

4.8

/5.004.08総合評価
（評価項目の平均値）

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○スマートフォンが普及している昨今、区民自身が必要としている情報は区のホームページで得られるもの
と考える。ホームページの充実が基本で、広報紙は区民に対する募集、あるいは注意喚起等の役割が中
心となってくるものと思われる。インターネット媒体を通じて広報の取得が可能であることが理解されれば、
紙媒体を配布することにあまり力を入れなくてもよいのではないか。

外部評価委員会の意見
○広報紙の全面カラー化については、年代ごとに受け取り方が異なるのではないか。その点について吟味
する必要があるように思われる。

○広報紙の紙面は近年目を見張るものがある。特に防災特集など。インターネットで情報が簡単に入手出
来る昨今だが、紙媒体での情報提供はまだまだ捨てがたい。

○発行部数に対する、新聞折り込み、ポスティング、配置箇所数に対する配布部数はそれぞれ何部か。

○広報紙が多角的に活用できることも重要である。

質　問　等　事　項

○行政収入（広告掲載料）が増加した要因は何か。

　 １面や特集の読みやすさを追求するなどの工夫を凝らしてきたことが広報紙への評価を高め、それが広
告掲載に影響したと思われます。

○駅のスタンドに置かれている広報紙は、どのくらい消費されているのか。

　 5,000部を18箇所（13駅15箇所及び大型商業施設）に配置しています。消費部数は、特に一面の記事に
よって左右されますが、平均して約８割が消費されており、消費率は特に平井駅が高くなっています。広報
えどがわの発行日前日の夕方から次号の発行まで配置しており、４日、14日、24日に補充作業を行ってい
ます。

○江戸川区民70万人、世帯数は何件か。

　 347,261世帯（令和２年９月１日時点）となっています。

○防災関係の記事は、大変インパクトがあった。防災に関しては年に何回ぐらい特集を組む予定か。

　 新聞折り込みは133,400部、えどポスは46,600部、区施設などへの配置部数は26,960部（令和２年６月１
日時点）となっています。

○月３回の配布はどのようにして決められたのか。月２回だと支障があるのか。

　 昭和51年に月２回から３回発行に変更となっております。年を経るごとに、お知らせする行政情報が増え
てきたことが要因と考えられますが、10月１日号のリニューアルを契機に、内容を読み物中心の「広報誌」と
して月２回の発行とする予定です。

　 近隣自治体の広告料を参考に算出しているため、廉価であるという認識はございません。

　 確定した回数はございません。７～10月頃の豪雨災害が発生する時期に防災関係の特集を掲載する予
定です。

○民間アプリの閲覧件数はどれくらいか。

　 スマートニュースは令和元年11月から開始し、約３万件（月平均９千件）のアクセスがありました。

○広告料は安すぎないか。
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分類

－

○区民の要望等については、区の各担当部門が一番把握しているものと考える。各部門からの要望書を
集めてもよいのではないか。

外部評価委員会の意見

外部評価委員会評価 所属 新庁舎･大型施設建設推進室 新庁舎建設推進担当課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

○地方自治体の役割は、効率化でのコスト削減と同時に、区民との一体化や信頼獲得が重要である。

総合評価
（評価項目の平均値） /5.003.90

○新庁舎の完成を心待ちにしている。より良い庁舎が建設されることを望む。

○新庁舎への移転に伴うスペースの効率化等について具体的な施策が示されていないように思われる。

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 2

款 項 目 特定事業

経営企画費 経営企画費 新庁舎建設推進費 －

平均

4.2

・成果指標の設定が適切であるか

4.0

○現庁舎等の対応も同時に進める必
要がある。
○基本理念の設定が良い。平均

・適切な費用で効果的に行われているか

平均

3.6

・今後の課題認識が的確であるか

3.8

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

的確である
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質　問　等　事　項

　「新庁舎建設基本構想・基本計画策定委員会」の委員からも、新庁舎で最も多くの時間を過ごすことにな
る職員の考えを十分に反映させるべきという意見がありました。そこで、基本構想・基本計画に職員の要望
や意見を十分に反映させるため、職員で構成される「仕事の進め方改革」、「窓口のあり方」、「行政拠点の
再編」の３つのプロジェクトチームを設け、新庁舎建設を見据えての区役所のあり方を研究してきました。ま
た、新庁舎建設基本構想・基本計画策定委員会の開催に際しては、新庁舎建設庁内検討委員会を開催
し、庁内の職員の要望や意見を反映した構想・計画づくりとなるよう意識しています。

○区民からの意見受領件数40件に対し、区の各部署からの要望は聴取しているか。

　令和２年度に実施した執務環境調査の結果に基づき、文書・物品量の削減や最新のオフィスの事例も視
野に入れながら効率化を進めてまいります。

○P.16の８　総括②「事業の成果及び財務分析を踏まえた今後の課題」における「スペースの効率化」につ
いてはどのように考えているのか。
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分類

Ｄ

4.8

総合評価
（評価項目の平均値） 4.12 /5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか ○本区の地域特性上、防災意識は不
可欠。区民の防災意識をより高め、被
災した場合の損失が最小限のものと
なるような事業の推進を望む。

５．今後の事業
　　推進

平均

○予算の中でできるだけのことをしよ
うとしていることは理解できるが、実際
の災害に対応する意識が十分ではな
いように思う。

平均

○効果的かどうかではなく、予算が不
足しているのではないか。
○災害にどのように対応していくかと
いうことについて、多くの区民が関心
を持っていると考える。

平均

3.6

5.0

平均

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

4.0

・適切な費用で効果的に行われているか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

3.2

１．組織／事業の
　　目的・目標

３．費用対効果

○成果指標が「備蓄食料数」だけで
は不十分。災害時に必要となるものは
食料だけではない。区民の防災意識
を高める指標、防災訓練の回数、防
災教室の開催回数、各家庭の防災用
品の備え置き状況など色々ある。

外部評価委員会評価 所属 危機管理室 地域防災課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 3

款 項 目 特定事業

危機管理費 防災危機管理費 地域防災費 地域防災関係費

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

21



○近年全国的に水害が多く、荒川・江戸川が決壊した場合の予想被害状況等について、区民に対しより
詳細に広報してほしい。備蓄品についても、区民に対し必要数についてわかりやすく説明をお願いした
い。個人での備蓄も広報していると思うが、備蓄食料の賞味期限に対する使い方等のアイデアなども教え
てほしい。一般的な商品などは、各スーパーなどでも備蓄をお願いしても良いのではないか。

　 約20万人分の物資を、都と区で３日分備えています。江戸川区では、全106の避難所にそれぞれ必要物
資を配備する「分散備蓄」を行っていますが、それらを補完するものとして、防災施設に備蓄しています。ま
た、葛西防災施設は震災後に支援物資を集約する拠点にもなっています。

○防災組織に対して具体的にどのようなソフト面での指導が行われたのかが分かりにくい。

○備蓄食料の確保は大切だが、自助努力の方がもっと大切。（改めて防災について見直す契機となった）

○不意の災害に対する備えと、防災施設（２か所）の内容は。

○様々な施策と連動させて安全対策を検討してほしい。可能であれば、予算も十分に確保してほしい。

外部評価委員会の意見

質　問　等　事　項

○実際に地震、水害等があった場合に必要と考えている備蓄食料は何日分か。また、実際に江戸川区が
被災した場合、被災していない他の地域との連携はどのように考えているのか。

○備蓄食料の始末はどうしているのか。

○今後、大きな水害や地震を考えての対策が必要である。富士山噴火などとも言われている。各々につい
てある程度の具体策を考える必要がある。

　 地震の際には１週間以上の備蓄を推奨しています。また、水害の際には２週間以上浸水してしまう地域
もあるので、広域避難できない場合は、２週間以上の備蓄が求められます。
　 他の地域との連携としては、近隣自治体との協定の締結（救援物資の提供、職員の派遣等を内容とする
もの）を推進しています。一方では、遠方の自治体との協定の締結も推進し、区民の広域避難の選択肢を
増やす取組みも行っています。

　 必ずローリングストックによる有効利用を行っています。賞味期限が１年前に迫った備蓄食料は、期限が
切れる前に区民への配布等を行っており、例えば、地域防災訓練や区民まつり等のイベントで配布し、防
災意識の啓発を図っています。
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分類

－

５．今後の事業
　　推進

平均

２．成果指標

総合評価
（評価項目の平均値） 4.70 /5.00

３．費用対効果

４．課題認識

・成果指標の設定が適切であるか

4.8

○収納率100%を達成するには費用が
膨大になるため、99%くらいが限度な
のだろうか。平均

○収納率99%は素晴らしい。

平均

・今後の課題認識が的確であるか

4.6

4.4

・適切な費用で効果的に行われているか

○納税方法の多様化への着目が良
い。

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 4

款 項 目 特定事業

総務費 徴税費 納税費 －

外部評価委員会評価 所属 総務部 納税課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

5.0
１．組織／事業の
　　目的・目標

外部評価委員会の意見

○新型コロナウイルス感染拡大の影響により、納税したくても出来ない事例の増加が見込まれる。今後は
一層のご苦労があろうかと思われる。

○納税者の利便性の向上が重要であり、その結果コスト削減につながると思う。

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

25



 　令和元年度末の分納誓約者数は901名で、滞納者全体の約24％となっています。

質　問　等　事　項

○特別徴収、普通徴収の割合は。

○徴収不能の理由はどのようなものが多いか。

○分納誓約者は滞納者の何割ほどか。

○税額別の滞納者数はどれくらいか。

○普通徴収の収納率はどれくらいか。

　 滞納処分をすることができる財産が無い場合が最も多くなっています。

　 令和元年度課税分は、特別徴収が76%、普通徴収が24%となっています。

　 下表のとおりとなっています。

　 令和元年度課税分で、98.02%となっています。

割合

1.00%

0.37%

0.11%

0.03%

0.03%

1.55%

割合

2,000,000～2,999,999円

1,000,000～1,999,999円

3,000,000～3,999,999円

4,000,000～4,999,999円

5,000,000円～

38人

14人

4人

1人

1人

人数

合計

金額

50,000～99,999円

～49,999円

100,000～149,999円

150,000～199,999円

令和元年度末時点の 普通徴収分 滞納者数

3,801人

金額

1,731人

1,051人

430人

196人

人数

276人

59人

45.54%

27.65%

11.31%

5.16%

7.26%200,000～499,999円

500,000～999,999円
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分類

－

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

総合評価
（評価項目の平均値） 3.95 /5.00

・今後の課題認識が的確であるか

4.0

○老朽建築の耐震化助成の促進が
必要である。
○今後は、高齢者向け賃貸住宅の入
居者のさらなる高齢化や、台風による
家屋の損壊被害などの増加が予想さ
れる。

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 5

款 項 目 特定事業

都市開発費 住宅費 住宅関係費

平均

－

外部評価委員会評価 所属 都市開発部 住宅課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

4.0

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

○P.27「４　事業の成果」における実
績数はわかるが、必要数に対する割
合はどうなっているか。平均

4.0

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.8

外部評価委員会の意見

○住宅の耐震化と水害対策が喫緊の課題だと考える。

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

29



質　問　等　事　項
○現在必要と思われる老朽住宅除却件数は、区内に何件くらいあるのか。

　 老朽住宅除却の対象となる昭和56年５月以前に建築されたものは、区内に約２万棟程度あるものと考え
られます。

○高齢者向け賃貸住宅で、区が入居者管理をする物件とそうではない物件の相違とは何か。

　 本区では災害に強いまちを目指し、様々なまちづくり事業を進めています。木造密集地域内の重点整備
地域（不燃化特区）では助成率を引き上げるなどの対応を行っています。

　 高齢者世帯としては、約１万３千世帯が該当すると考えています。なお、住宅確保要配慮者全体の対象
人数等については、居住支援協議会において整理及び検討を行っているところです。

○高齢者向け賃貸住宅の対象者はどういう人たちか。

 　60歳以上の単身者または夫婦世帯、区内に引き続き３年以上居住または３親等内親族が区内に３年以
上居住する者を有する方で、自立した生活ができる人です。

○木造住宅密集地域の整備促進事業との関係は。

　 区が入居者管理をする物件は、区が募集をかけて家賃補助をしている物件です。それ以外は家賃補助
をしていない物件です。

○住宅確保要配慮者とは、どのような人を指すのか。

　 民間賃貸住宅の確保に特に配慮が必要な高齢者、障害者、子育て世帯、低所得者などを指します。

○区内での、住宅確保要配慮者はどれくらいか。
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分類

Ｄ

外部評価委員会の意見

○区民にとって、安全安心は最重要事項である。これからは特殊詐欺対策も非常に重要になる。

○目に見える形で犯罪件数が減少していることは高く評価できる。ただ、事業目的の中に「体感治安の向
上」を目指すということが謳われているが、具体的に指標化できると良い。

○防犯カメラの設置件数と犯罪認知件数が見事に反比例していて気持ちよい。自転車盗防止の運動を中
学生と大人が力を合わせ取り組んでいるのは､将来の犯罪抑止にも結びつくのではと思う。

○犯罪認知件数が減少していることは望ましいことである。青色回転灯装備車両による巡回パトロールの
効果はあるのか。警察との連携が十分に区民に伝えられていないように感じる。

・成果指標の設定が適切であるか

4.2

総合評価
（評価項目の平均値） 4.56

/5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

4.6

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

外部評価委員会評価 所属 環境部 環境推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

○特殊詐欺対策について、時代に
合った対策になっている。

平均

平均

4.4

5.0

平均

・今後の課題認識が的確であるか

4.6

・適切な費用で効果的に行われているか

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 6

款 項 目 特定事業

環境費 環境整備費 環境推進費 環境事務費

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

33



　 青色回転灯装着車両が巡回することで、いたずらや犯罪の抑止効果があります。犯罪発生のおそれが
あれば注意喚起などを行い、必要に応じて警察へ連絡を行います。町会等からの要請を受け、重点的に
その地域を回ることもあり、効果は出ていると認識しています。

○現在考えている、江戸川区内の防犯カメラ設置必要台数はどれくらいか。

○区教育委員会事務局の通学路監視に係る防犯カメラとの関連性は。

質　問　等　事　項

　 区内には、町会や自治会が設置しているものと、区が学校や公園へ設置したものに加え、民間独自設置
の防犯カメラが相当数あります。今後は区として更に防犯カメラの設置を推進していく考えであり、必要台
数についても検証していきます。

　通学路監視カメラは登下校時の児童・生徒の安全確保のために、一方、街頭防犯カメラは、安全安心な
まちづくりのために設置しており、相互に補完・連携できるように配慮しています。

○防犯カメラの耐用年数はどれくらいか。

○防犯カメラ設置による効果は。

○現在区内に、どれくらいの防犯カメラが設置されているか。

　 令和２年４月１日現在、区の補助事業により設置された防犯カメラは625台です。また、区が区施設や小
中学校に設置した防犯カメラが2,000台以上あります。

　 概ね７年です。

　 防犯カメラは、犯罪を未然に防ぐ心理的な抑止効果があります。また、犯罪が発生した際、録画画像が
客観的な証拠として捜査及び犯人検挙に寄与しています。

○青色回転灯装着車両による巡回の効果は出ているのか。（パトカーの方が効果があるのでは）

34



35



36



分類

Ｃ

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 7

款 項 目 特定事業

文化共育費 保健体育費 スポーツ振興費

平均

プール管理経費

外部評価委員会評価 所属 文化共育部 スポーツ振興課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

3.2

・目的、目標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識
平均

1.8

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか ○事業継続について早急に検討する
必要あり。

５．今後の事業
　　推進

平均

平均

○「施設利用者数」や「利用料金収
入」が「事業の目的」に繋がっていな
い。平均

1.8

・今後の課題認識が的確であるか

4.4

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.0

総合評価
（評価項目の平均値） 2.84

/5.00

○児童・生徒でない区民が学校のプールを利用することはいかがかと思う。

外部評価委員会の意見

○プールの質的向上を図り、受益者負担比率を上げる必要がある。

○プールでの水遊びは、子どもにとって良い思い出になる。安全に思い出作りができれば良いが、受益者
数と費用を考えると難しい課題である。

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき

継続して

推進すべき
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　 改築にあたり、学校施設内へのプールの設置は必須要件ではありません。また、プールの需要について
は、ニーズはあるものの近隣にプールを備えた区の施設があるため、そこで代用できると考えております。

質　問　等　事　項

○利用者のうち、保護者の人数は。

　 令和元年度の大人（高校生相当以上）の利用者数が417名であり、そのうち、保護者同伴が必要な幼児
の利用者数が228名となっています。ただし、保護者1人に対し、複数の幼児の利用や小・中学生の利用に
よる同伴の可能性もあるため、正確な人数は不明です。

○学校建設（改築）にあたり、プールの設置は必須なのか。また、地域からのプールの需要は。
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分類

－

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 8

款 項 目 特定事業

生活振興費 地域振興総務費 住基・個人番号制度推進費

平均

－

外部評価委員会評価 所属 生活振興部 住基・個人番号制度推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

4.0

・目的、目標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○マイナンバーカード利活用機会の
拡大に伴う普及促進は、将来を考え
ると重要なことである。平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○数字だけで見ると、マイナンバー
カード１枚の交付に1万４千円はコスト
がかかり過ぎではないか。平均

○利用者は確実に増えている。もっと
上乗せした数字が設定されないもの
か。
○区の業務の生産性向上や区民の
利便性向上に鑑みると、事業の成果
は理解できる。

平均

2.8

・今後の課題認識が的確であるか

3.4

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.6

総合評価
（評価項目の平均値） 3.45

/5.00

○区役所業務の多くは、ＩＣＴの活用で相当な生産性向上が期待でき、スピードアップも可能と考える。

外部評価委員会の意見

○マイナンバーカードを作成することにより、どのようなメリットがあるかを住民に伝えられるようなロジックの
構築が求められるのではないか。

○交付数が予想以上に少なく、現在進行しているマイナポイントで更なる増加が望めれば良い。カードの
利便性が向上すれば、より普及するのではないか。コンビニ利用で証明書を取得した経験があるが、夜間
でも利用出来ることにとても魅力を感じた。

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき
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○マイナンバーカードの有効期間は10年、電子証明書の有効期間は５年となっているが、有効期間を一致
させるべきではないか。また、更新手続きはどれくらい行われているのか。

　 カードの有効期間が10年間となっているのは、旅券等顔写真付身分証明書の更新に要する住民の負担
軽減のためです。これに対し、電子証明書の有効期間が５年間となっているのは、有効期間を長期化する
と、計算機処理能力の向上や暗号解読技術の進歩により暗号アルゴリズムの安全性が低下することから電
子証明書の安全性・信頼性を維持するためです。なお、区全体では月に1,500～2,000件ほどの更新申請
が行われています。

質　問　等　事　項

○住民票、印鑑証明のコンビニ交付以外に、マイナンバーカードの使い道はあるのか。

　 令和２年５月以降の特別定額給付金申請においては、マイナンバーカードによるオンライン申請を実施
しました。また、令和２年９月からは、マイナポイントの利用開始、令和３年３月からは、マイナンバーカード
による健康保険証利用が可能となります。今後、国の動向も見ながら、様々なカードとの一体化などの検討
を進め、カードの利活用の機会拡大に取り組んでまいります。
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分類

Ｂ

4.8

外部評価委員会の意見
○本館の老朽化に伴う改修・建て替えが必要になるとみられるが、その際に通所の利便性を考え、２～３か
所に分散するということも必要なのではないか。

○工賃が以前の数字より上がってはいるが、もっと多くの工賃を支給できるようになって欲しい。ドーナツの
出張販売の回数や出張販売できる施設を増やし、自助の意識も高められればと思う。

○区内にいる対象者に、この仕組みの良さをどう伝え、参加してもらうかが重要である。

○費用対効果については、他区との比較・分析をしてほしい。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.16

/5.00

○人の生きがいに関する費用だと考える。利用者に充実した人生を送っていただくためにも頑張ってほし
い。

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか ○事業収入はどうなっているのか。

５．今後の事業
　　推進

平均

○光熱費などの費用管理は重要だ
が、そこに意識が行き過ぎないように
すべきである。平均

○一人あたりの年間経費がかかり過
ぎていると感じる。
○１作業所に毎年1.3億円もかかって
いる。

平均

3.6

・今後の課題認識が的確であるか

4.2

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.6

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○利用者数のみでなく、利用者とその
家族の満足度等も指標に入れてほし
い。

外部評価委員会評価 所属 福祉部 障害者福祉課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

4.6

平均

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 9

款 項 目 特定事業

福祉費 社会福祉費 障害者福祉費 福祉作業所管理経費

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき
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○５　財務情報①行政コスト計算書における「減価償却費2,792千円」と④貸借対照表における「【建物】減
価償却により14,817千円減少」との整合性がわからない。

○区内に対象者がどの程度いるのか。

　 就労継続Ｂ型利用者は1,114名です。なお、就労継続Ｂ型事業所は36か所となっています。（令和２年５
月末現在）

質　問　等　事　項

　 分室（小岩共育プラザ内、ベリーソイズ）について、平成30年度にふれあいセンターの所属換えを行った
際に、当初の取得費で資産計上をしてしまったため、令和元年度では減価償却を行った資産評価に改め
たことにより、差が生じてしまいました。なお、平成30年度に計上すべき建物の資産計上額は12,289千円で
す。
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分類

Ｄ

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 10

款 項 目 特定事業

子ども家庭費 児童福祉費 保育関係費 保育ママ助成費

・成果指標の設定が適切であるか

3.8

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○受託児数は減少しているようだが、
江戸川区の出生人数との比率も成果
指標に入れてほしい。

外部評価委員会評価 所属 子ども家庭部 保育課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか ○保育される側の子どもにとっては、
家庭における保育は大変望ましいと
思うが、社会環境の変化などによっ
て、受け入れる側も年々充実を見て
いる。

平均

4.6

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか ○素晴らしい制度とは思うが、そろそ
ろ見直しの時期ではないか。

５．今後の事業
　　推進

平均

○受託児と保育ママの需給バランス
が課題である。
○時代は大きく変化しており、潜在需
要は大きいはず。

平均

平均

3.6

・今後の課題認識が的確であるか

4.2

・適切な費用で効果的に行われているか

4.8

外部評価委員会の意見

○保育ママへの巡回・研修は重要であるが、同時に利用者からのヒアリング等により各種課題を発見・対応
する必要もあるのではないか。

○数年前までは保育ママと子ども達が公園などで遊んだり散歩したりする光景が見られた。最近は見受け
られない。保育ママの減少などもあり、制度そのものが経年変化してきているとも考えられる。

○保育ママ制度は、他地域でも行われていると思うが、江戸川区は大変にうまくいっている制度ではない
か。江戸川区が誇れる制度として、これからもより時代に合った制度にしてほしい。

○区民がどの程度保育ママのことを理解しているかが気になる。保育ママの候補者を見つけるためにも、
広報が必要である。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.20

/5.00

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき

継続して

推進すべき
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○保育ママの人数が年々減少している理由は。

 　施設型の０歳児保育に比しても低コストで運営しており、必要な経費であると考えています。

○潜在需要も含め、実際の需要はどれくらいあるのか。

質　問　等　事　項

○保育ママの資格要件は。

　 自己都合による一般退任が、年々増加しているためです。

　 令和元年度の申込乳児数580名のうち、申込後の申請取り下げを除く409名が実質的な申込乳児数とな
ります。

　 以下のすべての条件を満たす方となります。
　　・25歳以上、65歳までの女性（69歳まで定年延長あり）
　　・子育ての経験があるか、保育士、幼稚園教諭などの資格を有している方
　　・愛情深く、子育てに熱意をもっている方
　　・保育室として、自宅に9.9㎡（６畳）以上の部屋を確保できる方

○一人あたりの受託児のコストが月17万円は高いのではないか。
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分類

Ｄ

○非常に多くの方が利用している制度であり、がんの早期発見に寄与しているものと考える。より一層の充
実を望む。

4.8

外部評価委員会の意見

○受診者数、受診率が減少傾向にある点が気にかかる。各種のメディアを通じて受診を促す必要がある。

○区民の健康増進のため必要な検診であるにも関わらずなぜ受診数が伸びないのか。若年層は自分自
身の健康に自信がある、または子育てなどに忙しいということが理由と思われる。年配者は、今さら面倒だと
思っているだけかも知れない。民間企業との連携により、「行ってみたい」「行かなければ損だ」と思わせる
検診になれば良いと思う。

○「自分は元気で健康」「診断結果を知るのが怖い」「仕事が忙しい」など、なかなか受診しない人が多い。

○健診には一定の経費がかかるので、受診者の減少を食い止めるためにも法人会や工場協会などに向け
たPRが必要。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.68

/5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

平均

平均

4.4

・今後の課題認識が的確であるか

4.8

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

4.6

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

外部評価委員会評価 所属 健康部 健康推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

4.8

平均

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 11

款 項 目 特定事業

健康費 保健衛生費 健康推進費 がん検診費

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき
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○委託費に約８億円はかかり過ぎではないか。

　 委託料は受診者数に検診単価を乗じて算出しており、実績の金額です。

質　問　等　事　項
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分類

Ｂ

外部評価委員会の意見
○区内至る所で水とみどりに触れることが出来る江戸川区。素晴らしい住環境が区民として享受出来ること
を誇りに思う。公園の防災機能は非常時にスムーズに稼働出来ることが望まれる。日頃の維持管理は必須
である。
○公園の充実は、区民の生活の豊かさに直接に関係してくると考えられるため、今後もよろしくお願いした
い。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.28

/5.00

4.4

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○区役所だけでなく、多くの区民を巻き込んで公園を安全できれいに維持管理していくためにボランティア
制度をうまく活かしてほしい。

○１公園あたり年間600万円はコストが
かかり過ぎていると感じる。
○委託費が膨大。平均

○公園の数や面積だけで成果指標に
するのは不自然。
○利用者の満足度等が測れる指標が
あれば良い（例えば、公園を利用して
いる区内の保育園の先生方の評価
等）。

平均

4.0

・今後の課題認識が的確であるか

4.4

・適切な費用で効果的に行われているか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

4.0

３．費用対効果

４．課題認識

○「公園管理において、住民参加によ
る更なる質的向上を図る必要がありま
す」とあるが、ぜひ進めてほしい。平均

平均

公園等関係経費

外部評価委員会評価 所属 土木部 水とみどりの課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

4.6

・目的、目標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 12

款 項 目 特定事業

土木費 都市計画費 緑化公園費

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき

継続して

推進すべき
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 　町会やボランティア団体などが地域の庭として、主体的に自主運営を図る仕組みを構築し、公園への関
わりやコミュニティの醸成に繋がる活動を誘導してまいります。

質　問　等　事　項

○公園管理における「住民参加による質的向上」とは具体的にどのような施策を考えているのか。
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分類

Ｃ

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 13

款 項 目 特定事業

教育費 教育費 教育推進費 すくすくスクール運営費

・成果指標の設定が適切であるか

4.2

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○登録率を指標に入れたほうが良い
のではないか。

外部評価委員会評価 所属 教育委員会事務局 教育推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

・目的、目標の設定が適切であるか

平均

5.0

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

平均

○職員の給料（人件費）の多さが課
題。

平均

4.2

・今後の課題認識が的確であるか

4.8

・適切な費用で効果的に行われているか

4.8

外部評価委員会の意見

○この事業は全国的にも注目されていて、視察も多かったと聞く。トップランナーとして今後もニーズに応え
て欲しい。

○都市化や核家族化だけでなく、SNSの普及等で人と人との交流が減り、世代の異なる方とのふれあいや
関わりがさらに希薄化している。人との関わりがないとイノベーションは生まれにくい。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.60

/5.00

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき
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　 令和元年度の平均利用者数は、平日は78.9名、土曜日は11.7名となっています。

　 すくすくスクール事業は平成15年4月より開始し、平成17年4月からは小学校全73校で実施しておりま
す。その後は学校の統廃合等に伴い、平成28年は71校、平成31年4月より70校での実施となっています
が、全小学校での実施に変わりはありません。

○学童クラブ、すくすくスクール等は区内で何か所あるのか。過去10年間でそれらの数は増えているのか、
減っているのか。

○登録者１名あたり年間利用日数が67日になると思うが、平日と土曜日の利用者数を教えてほしい。

質　問　等　事　項
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分類

－

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 14

款 項 目 特定事業

総務費 選挙費 選挙費

平均

－

外部評価委員会評価 所属 選挙管理委員会事務局

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

4.6

・目的、目標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○投票者の利便性を高めることは重
要である。

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○選挙の有無、年度による給与が適
切か疑問である

平均

○投票率も成果指標に加えるべきで
はないか。
○出前授業・模擬選挙や、ポスターコ
ンクールは、目標の一部にすぎない。

平均

3.8

・今後の課題認識が的確であるか

4.6

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.4

外部評価委員会の意見

○選挙は公正に実施されるべきであり、投票率は選挙人の意識が問われることと思うが、少しでも投票率を
上げることができればと考える。

○民間商業施設等を活用した期日前投票は、高い評価をよく聞く。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.10 /5.00

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき
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質　問　等　事　項

○期日前投票等を主要駅等で行うことはできないのか。

 　期日前投票所は、全選挙対応可能で安定的・継続的な施設利用と二重投票防止から全投票所での名
簿システムのオンライン接続が不可欠です。設備や秩序維持・技術面・経費など諸課題はありますが、駅に
限らず商業施設も含め、投票率向上を目指し検討してまいります。

○高校への出前授業の実施回数は妥当か。

　 可能であれば、今後は区内の全ての高校に実施してまいりたいと考えています。
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分類

－

令和２年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 15

款 項 目 特定事業

議会費 議会費 議会費

平均

－

外部評価委員会評価 所属 区議会事務局

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価コメント

4.2

・目的、目標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

○区議会からの発信のみでなく、区
民からの意見の収集にも力を入れて
ほしい。
○区民の議会への関心を高めるため
のアイデアが欲しい。
○給与が7.5億円かかっている。

平均

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○人件費を含め、経費の節減に努め
る必要がある。

平均

○指標はホームページのアクセス数
や更新回数だけではないと考える。ま
だまだ紙媒体も重要である。
○成果基準が不明。

平均

3.2

・今後の課題認識が的確であるか

4.0

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

3.8

外部評価委員会の意見

○ホームページのアクセス数が延びていることは素晴らしい。スマートフォンやパソコンの普及率も伸びて
いるので、時代の変化が感じられる。

○インターネットの普及に伴い、区民からの依頼、要望等が収集しやすくなってきている。区政についての
論議は、区議会ホームページを通じて区民からの意見も反映されるべきであり、区議会議員の皆さんに
は、公平、公正な審議を期待している。

○情報公開に対応するため、政務活動費の処理にかかる事務をＩＣＴなどの活用により自動化できないか。

総合評価
（評価項目の平均値） 3.80

/5.00

１ ２ ３ ４ ５

事業を

見直すべき

一部事業を

見直すべき
継続して

推進すべき

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

１ ２ ３ ４ ５

的確でない 的確である
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　 現状、政務活動費の書類は紙媒体であり、電子媒体で申請・処理を行うとなると根本からシステムを変え
る必要があります。まだ導入している自治体は少ないと考えますが、今後のデジタル化の流れの中で研究
してまいります。

 　情報公開に係る個人情報被覆作業については、その進捗に応じて、その都度職員が被覆作業を行う臨
時職員に指示を与えていたため、職員の事務処理時間数が減少しませんでした。そこで、令和元年度より
委託方式に移行し、業者も作業に熟練してきたため、作業時間も短縮傾向にあります。今後とも効率的な
経費支出に取り組んでまいります。

○ホームページアクセス件数の実件数と延べ件数とはどのような意味か。

　「実件数」は個人が区議会ホームページにアクセスした回数、「延べ件数」は個人が区議会ホームページ
にアクセス後、区議会ホームページ内のコンテンツに移動（他のコンテンツを閲覧）した回数を指していま
す。

○政務活動費の処理に係る事務にICTを取り入れてはどうか。また、効率化のためにも事務局として働きか
けを行うべきでは。

　 議員報酬と共済費が含まれております。

質　問　等　事　項

○区議会ホームページの内容、項目ごとの更新回数はどのようになっているのか。

　 議案(上程)20件、会議予定12件、会議録９件、議長交際費９件、請願・陳情９件、発議案９件、議案(審
査)６件、視察受入３件、所管事務調査２件、その他(お知らせ等)15件となっています。

○「３　平成30年度の財務分析を踏まえた今後の課題」２行目「◆情報公開に係る時間外については、臨
時職員各人に個別に指示を出す方法では職員の事務処理時間が縮減されないことが課題です。」につい
て、もう少しわかりやすく教えてほしい。

○給与関係費には、議員報酬も入っているのか。
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